里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　町の交付する自主防災活動補助金（以下「補助金」という。）の交付については、里庄町補助金等交付規則（平成20年里庄町規則第６号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。
（目的）

第２条　この告示は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第５条第２項の規定及び里庄町地域防災計画に基づき、自主防災組織が防災活動を行う上で必要な防災資機材の整備等に要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付することにより、町内の自主防災組織の設置促進と育成強化を図ることを目的とする。
（定義）

第３条　自主防災組織とは、地域防災に対処することを目的として、分館等を単位として住民が自主的に防災活動を行うための組織で、里庄町自主防災組織設置届（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に届け出たものをいう。

(１)　規約

(２)　加入世帯一覧、災害時要援護者支援体制表、自主防災組織内連絡網
(３)　防災計画

(４)　その他町長が必要と認める書類

　（変更の届出）

第４条　自主防災組織の代表者は、前条に規定する届出の内容に変更があった場合には、里庄町自主防災組織変更届（様式第２号）により速やかに届け出るものとする。

（補助対象経費等）

第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げる事業において、別表第１に掲げる防災資機材の購入に要する経費及び別表第２に掲げる自主防災組織の活動に要する経費とする。ただし、この告示に基づくもののほか、国、県等の公的補助金等を受けている場合は、補助対象経費からその金額を差し引くものとする。

(１)　防災資機材整備事業

(２)　防災資機材更新事業

 （３） 活動支援事業

２　前項第２号の防災資機材更新事業については、防災資機材整備事業の補助を受けて整備した防災資機材の更新、又は新たに必要と認められる防災資機材の整備を対象とする。

３　防災資機材整備事業については、１組織に対する補助は、１回限り行うものとし、防災資機材更新事業については、防災資機材整備事業又は防災資機材更新事業により補助を受けた翌年度から起算して５年間は補助を受けることができない。
（補助金の額等）

第６条　補助金の額は、補助対象経費の全額とする。ただし、前条第１項各号に掲げる事業ごとに、次のとおり上限額を設ける。

(１)　防災資機材整備事業　年額500,000円

(２)　防災資機材更新事業　年額50,000円
(３)　活動支援事業　自主防災組織の加入世帯数100世帯以上　年額150,000円
　　　　　　　　 　　 自主防災組織の加入世帯数100世帯未満　年額100,000円

２　前項の規定により算出した補助金の額に、1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

（申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする自主防災組織の代表者（以下「補助事業者」という。）は、里庄町自主防災組織活動補助金交付申請書（様式第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に申請するものとする。

(１)　活動計画書
(２)　防災資機材整備事業、防災資機材更新事業にあっては見積書の写（ただし、購入資機材の詳細が確認できるものに限る。）その他補助対象経費の内容が確認できる書類

(３)　その他町長が必要と認める書類

（交付決定等）

第８条　町長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定し、里庄町自主防災組織活動補助金交付決定通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助事業の変更又は中止）

第９条　前条に規定する通知を受けた補助事業者は、補助金交付申請の内容を変更又は内容の全部若しくは一部を中止したいときは、里庄町自主防災組織活動補助金交付事業変更・中止承認申請書（様式第５号）を町長に提出し、その承認を受けるものとする。

　（概算払）

第９条の２　町長は、必要があると認めるときは、この告示に定める補助金について、概算払の方法により補助金を交付することができる。
２　前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、補助事業者は、里庄町自主防災組織活動補助金概算払請求書（様式第５号の２）を、町長に提出しなければならない。
（実績報告）

第10条　第８条に規定する通知を受けた補助事業者は、全ての事業が完了したときは、速やかに里庄町自主防災組織活動補助金交付事業実績報告書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出するものとする。

(１)　購入した防災資機材の請求書又は領収書の写

(２)　購入した防災資機材の写真等、補助事業を実施したことがわかる書類
  (３)　活動支援事業においては、活動内容がわかる書類及び支出した経費の領収書
(４)　その他町長が必要と認める書類

（補助金額の確定通知）

第11条　町長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の額を確定し、里庄町自主防災組織活動補助金確定通知書（様式第７号）による補助事業者に通知するものとする。
（補助金の請求）

第12条　前条に規定する通知を受けた補助事業者は、里庄町自主防災組織活動補助金請求書（様式第８号）により、補助金の交付を請求するものとする。ただし、全額概算払により補助金の交付を受けた場合は、この限りでない。
（補助金の交付）
第13条　町長は、前条の規定による請求があったときは、その内容の審査等を行い、適正と認めたときは、補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消）

第14条　町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１)　虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。
(２)　補助金の交付決定の内容に違反したとき。
(３)　町長の承認を受けて、補助事業を中止し、又は廃止したとき。

(４)　補助事業を遂行する見込みがなくなったとき。

(５)　この告示に違反したとき。
（管理）

第15条　補助金により整備した防災資機材の管理については、町は、一切の責任を負わないものとし、補助事業者は、防災資機材を十分に注意を払い維持管理するものとする。

２　補助事業者は、補助金により整備した防災資機材に防災用であることを明記するものとする。

（譲渡禁止）

第16条　補助事業者は、補助金により整備した防災資機材を第三者に譲渡してはならない。

（返還）

第17条　町長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。

(１)　偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたと認めたとき。

(２)　自主防災組織が解散したとき。

（その他）

第18条　この告示に定めるもののほか、この補助金の交付に関して必要な事項は、町長が別に定める。
附　則

この告示は、平成24年４月１日から施行する。

別表第１（第５条関係）

	区　　分
	防災資機材

	防災資機材購入費
	情報連絡用具
	ハンドマイク、携帯用無線機、広報用スピーカー、ラジオ、メガホン

	
	消火用具
	街頭用消火器、バケツ、消火器薬剤、小型動力ポンプ、ホース、放水補助器具、防火衣

	
	救出・救助用具
	梯子、救助用ロープ、スコップ、のこぎり、斧、くい、土嚢、バール、つるはし、掛矢、ジャッキ、鉄線はさみ、一輪車、ゴムボート、リヤカー、エンジンカッター、テント、チェーンソー、ウインチ、救急セット、担架、救命胴衣、防煙マスク、毛布、救助工具セット、車椅子

	
	避難用具
	ヘルメット、投光器、標旗、腕章、防水シート、発電機、強力ライト、懐中電灯、トランシーバー、警笛、雨合羽、ロープ、コードリール

	
	給食・給水用具
	給水タンク、緊急用ろ水装置、炊飯装置、釜、鍋、やかん、はんごう、食器

	
	収納庫
	資機材収納庫


別表第２（第５条関係）

	事業名
	活動名
	活動内容

	活動支援事業
	防災研修会等の開催
	防災に関する知識の取得、普及啓発を図るため、防災研修会や講演会等を開催する。

	
	防災マップ等の作成
	地域内の危険箇所等を点検し、防災マップ等を作成する。

	
	防災訓練の実施
	自主防災組織独自に防災訓練を実施する。

	
	防災標識等の設置
	地域内の危険箇所や海抜等を表示する標識等を設置する。

	
	先進地への視察研修
	防災意識の向上を図るため、先進地への視察研修を行う。

	
	その他防災対策の強化を図る活動
	上記の他、地域の防災活動の強化を図るための活動を行う。


様式第１号（第３条関係）

里庄町自主防災組織設置届

年　　月　　日
　　
里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　
　代表者　住所　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　
自主防災組織を次のとおり設置しましたので、届け出ます。

	自　主　防　災　組　織　の　概　要

	自主防災組織名
	

	設立年月日
	　　　　年　　　　　月　　　　　日

	対象地区
	

	加入世帯
	世帯　

	加入者数
	人　

	役　　員　　名　　簿

	役 職 名
	氏　　名
	住　　所
	電話番号

	会 　 長
	
	
	

	副 会 長
	
	
	

	副 会 長
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第２号（第４条関係）

里庄町自主防災組織変更届

年　　月　　日

里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　

　代表者　住所　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　

自主防災組織を次のとおり変更しましたので、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第４条の規定により届け出ます。

記

　　　１　自主防災組織名

　　　２　変更年月日
　　　３　変更の内容
様式第３号（第７条関係）

年　　月　　日　
里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　　
　代表者　住所　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　
里庄町自主防災組織活動補助金交付申請書

里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第７条の規定により、　　　年度における自主防災組織活動補助金を下記のとおり申請します。
記

１　実施事業

	事業名（該当する
事業に○をする）
	防災資機材整備事業 ・ 防災資機材更新事業 ・ 活動支援事業

	２　対象経費

	事業名
	内訳
	金額（単位：円）

	防災資機材整備事業
	
	

	防災資機材更新事業
	
	

	活動支援事業
	
	

	合計
	
	


　３　補助金交付申請額
	補助金申請金額
	円


添付書類

（１）　活動計画書
（２）　防災資機材整備事業、防災資機材更新事業にあっては見積書の写（ただし、購入資機材の詳細が確認できるものに限る。）その他補助対象経費の内容が確認できる書類

（３）　その他町長が必要と認める書類

様式第４号（第８条関係）

年　　月　　日

自主防災組織名

代表者　　氏名　　様

里庄町長　　　　　　　　　
里庄町自主防災組織活動補助金交付決定通知書

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった里庄町自主防災組織活動補助金について下記のとおり決定したので、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第８条の規定により通知します。

記

事 業 名

補助金額　　　　　　　　　　　　　　円

様式第５号（第９条関係）

年　　月　　日

　里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　　

　代表者　住所　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　

里庄町自主防災組織活動補助金交付事業変更・中止承認申請書

　　　　年　　月　　日付けで補助金交付決定のありました事業について、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第９条の規定により、　変更　・　中止　したいので、承認してくださいますよう申請します。

記

１　事　業　名

２　変更（中止）の内容

３　変更（中止）の理由

様式第５号の２（第９条の２関係）

年　　月　　日

里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　　

　代表者　住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　

里庄町自主防災組織活動補助金概算払請求書

　　　　年　　月　　日付けで補助金交付決定のありました事業について、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第９条の２の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　事業名　　　　

２　補助金請求額

	交付決定額
	円

	概算払請求額
	円


３　概算払を希望する理由

４　補助金振込先

	　　　　銀行　　　本店

　　　　金庫　　　支店

　　　　組合　　　　所

　　　　農協　　出張所
	普通

・

当座
	口座番号
	口座名義人

	
	
	
	（フリガナ）

	
	
	
	


様式第６号（第10条関係）
年　　月　　日

里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　　

　代表者　住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　

里庄町自主防災組織活動補助金交付事業実績報告書

　　　　年　　月　　日付けで補助金交付決定のありました事業について、下記のとおり実施しましたので、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第10条の規定により報告いたします。

記

１　事業名
	事　業　名
	防災資機材整備事業 ・ 防災資機材更新事業 ・ 活動支援事業

	２　防災資機材整備事業、防災資機材更新事業

	購入防災資機材名
	

	購入防災資機材の
設置場所
	

	購入防災資機材の
管理責任者
	

	購入に要した経費
	　　　　　　　　　　　　　　　円


 ３　活動支援事業

	活動内容
	

	活動に要した経費
	　　　　　　　　　　　　　　　円


添付書類

（１）購入した防災資機材の請求書又は領収書の写
（２）購入した防災資機材の写真等、補助事業を実施したことがわかる書類

（３）活動支援事業においては、活動内容がわかる書類及び支出した経費の領収書

（４）その他町長が必要と認める書類

様式第７号（第11条関係）

年　　月　　日

自主防災組織名

代表者　　氏名　　様

里庄町長　　　　　　　　　

里庄町自主防災組織活動補助金確定通知書

　　　　年　　月　　日付け里庄町自主防災組織活動補助金交付事業実績報告書を審査した結果、自主防災組織活動補助金について下記のとおり確定したので、里庄町自主防災組織活動補助金交付要綱第11条の規定により通知します。

（なお、超過交付となった　　　円については、　　年　　月　　日までに返還することを命じます。）
記

事業名

交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

交付確定額　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　
備考　括弧書き部分は、概算払をした場合において記入する。
様式第８号（第12条関係）

年　　月　　日

里庄町長　様

自主防災組織名　　　　　　　　　　　
　代表者　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　
里庄町自主防災組織活動補助金請求書

　　　　年　　月　　日付けで補助金交付決定のありました事業について、完了しましたので、下記のとおり里庄町自主防災組織活動補助金の交付を請求します。

記

　１　事業名　　　　
２　補助金請求額

	総事業費
	円

	補助対象事業費
	円

	（既請求済額）
	円

	補助金請求額
	円


　３　補助金振込先

	　　　銀行　　　　　本店

　　　金庫　　　　　支店

　　　組合　　　　　　所

　　　農協　　　　出張所
	普通
・

当座
	口座番号
	口座名義人

	
	
	
	（フリガナ）

	
	
	
	


備考　括弧書部分は概算払をした場合において記入する。
